
懇談会は、▽国公立大学薬

学部長会議▽日本私立薬科大

学協会▽日本病院薬剤師会

（日病薬）▽日本薬剤師会（日

薬）▽文科省高等教育局医学

教育課▽厚労省医薬食品局総

務課――で構成され、オブザ

ーバーとして、▽薬学教育協

議会▽日本薬剤師研修センタ

ー▽日本薬学会薬学教育改革

大学人会議――が参加してい

る。

実務実習についての意見交

換では、日本私立薬科大学協

会の高柳元明会長が、５月に

同協会がまとめた「長期実務

実習に必要な施設の確保等に

係る協議状況」調査の結果を

示し、国公立大学病院の実習費用が全体とし

て高い傾向にあることを指摘し、「他の病院

に近いような金額の設定を考えていただきた

い」と、足並みを揃えることを求めた。

実習費をめぐっては、薬学教育協議会など

が2010年から12年までの暫定措置として、病

院、薬局ともに各11週間で学生１人当たり27

万円を標準額としているのに対し、日病薬は

38万円、国立大学病院は47万5000円が妥当と

主張するなど、バラツキがある。

その上で高柳会長は、「費用が高くて交渉

できず、あきらめている大学がかなりある」

と指摘し、「27万円で実習を受けられる学生

がいる一方で47万円の学生がいると、不公平

感が出る」と述べた。

また、同協会の調査結果から、多く

の大学病院薬剤部で、日病薬が主張す

る38万円が支持されており、影響力が大きい

ことも紹介した。

日病薬の堀内龍也会長は、「見学実習では

なく、きちんとした指導をすれば、それなり

に人件費がかかる。従って、27万円では安く、

38万円を主張している」と説明し「その金額

を支持する病院が多いのは当たり前のこと」

との考えを示した。

また、堀内会長は実務実習の実施体制につ

いても言及。現場経験のある実務家教員の数

が十分でない状況で、「実際に教員が病院に

来て、一緒に指導するということがどれだけ

可能なのか」と懸念を示し、「実現できれば

いいが、多くの病院薬剤師は疑問視している」

と述べた。

薬学教育協議会の望月正隆理事長は、日薬、

日病薬も参加している日本薬剤師研修センタ

ーの実務実習指導薬剤師養成研修検討委員会

などに、「現場の薬剤師が意見を提出してい

けば、そうした不安は解決されていくと思う」

とした。
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薬学教育６年制に伴う薬剤師養成のあ

り方について共通認識を深める「新薬剤

師養成問題懇談会」（新６者懇）が７月16

日、約１年ぶりに開催された。懇談会で

は、厚生労働省や文部科学省など６団体

が現在までの取り組みを報告した後、来

年度からスタートする長期実務実習の実

施体制や薬剤師需給などについて議論。

６年制教育で最も重要とされる実務実習

を円滑に進めるため、▽実習費用のバラ

ツキ▽大学と実習施設との連携――など

について、関係者間で“さらなる協力体

制の構築”を進めていくこととなった。

一層の協力体制構築を確認
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一般社会にポスターで周知へ
各団体の取り組み状況や意見交換などを踏

まえ、文部科学省高等教育局医学教育課の吉

田博之薬学教育専門官は、実務実習の実施施

設と大学の連携について、「まちまちの状況。

非常によく進んでいるところもあれば、細か

いことまで詰め切れていないケースも見られ

る」とし、今後も大学教員と現場で指導する

薬剤師が、協力体制の強化に努めることを求

めた。

また、日薬は、長期実務実習のスタートが

近づく中、国民や学校、医療機関等への周知

が必要とし、その手段としてポスターを用い

ることを提案した。

当時の厚労省医薬食品局の川尻良夫総務課

長も、「国民が知らずに学生が実習していた

というケースは避けたい」と同調し、ポスタ

ーを用いた具体的な周知内容は、日薬が検討

することになった。

薬剤師の需給についての意見交換では、委

員から「欧米並みの医薬分業を進めていくの

であれば、薬剤師が余るということはない」

などの意見が出た一方で、国家試験の合格者

数が１万人を超える状況になったことについ

て、「今後もさらに増えることを考えると、

そんなに薬剤師は必要ないだろう」といった

意見も出た。

さらに他の委員は、職域が広いという特性

を踏まえ、実際にどのような職域で薬剤師が

活躍しているかなどを把握した上で、「ある

べき薬剤師のバランスを考える必要がある」

と主張した。

これを受け吉田専門官は、「確かに現状分

析は必要。それを踏まえ、今後、議論いただ

きたい」と述べた。

来年度からスタートする長期実務実習の実施体制や薬剤師
需給などについて議論を行った




